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1) 非侵襲的早期胎児先天異常スクリーニングシステム構築に向けた基礎的技術の習得

　胎児診断および胎児治療、妊娠中絶に関わる実情は本邦と諸外国において大きく異なる。こういった医療の領域は、医学的なこと以外に各国の法律や倫理、宗教、文化、経済状況などが非常に影響するためである。本邦においては、胎児異常を理由とする妊娠中絶は法律的に認められておらず、胎児診断や胎児治療に関しては医療保険制度の制約も大きいために患者自身の経済的負担は大きいものとなっている。そのために、胎児診断や治療は限られた患者にのみ提供されている。また妊娠中絶に関する法的および倫理的な議論も十分とは言えないのが現状である。一方、英国においては国がNHSという医療システムを運営しており、すべての医療は無料で提供されている。この中には胎児診断および胎児治療も含まれており、国家が積極的に胎児診断を推奨している。さらに、妊娠24週未満のいかなる理由での妊娠中絶も法的に許容しており、妊娠24週以降であってもmental retardationが必発となる染色体異常や遺伝症候群が診断された場合には妊娠中絶を法律的に認めている。
　こういった背景をうけて英国における胎児先天異常スクリーニングシステムが機能している。具体的には妊娠12週で全妊婦にたいして血液検査および超音波検査によるスクリーニングを行っている。全妊婦は各々の胎児の染色体異常のリスクが何分の1であるかを知ることができ、リスクが1/150以上は胎児染色体異常のハイリスク妊娠として更なる侵襲的検査が推奨される。本邦においては、母体年齢35歳以上や染色体異常の出産既往、NT増加を認めた妊婦にのみこういった検査の情報が提供されているために、35歳未満の妊婦は胎児染色体検査があることも知らされないことも多い。実際にこういった母体年齢とNTのみで行うスクリーニングによる胎児染色体異常検出率は70-80%と十分ではない。一方、英国のシステムでの胎児染色体異常検出率は95%となる。35歳以上でローリスクの妊婦の侵襲的検査を避けるためにも、また35歳未満でハイリスクの妊婦を抽出するためにも、妊娠初期の超音波によるスクリーニング技術は重要となる。
　英国滞在中に、日本では計測する機会がない妊娠初期の染色体異常の超音波ソフトマーカーである鼻骨とNT、静脈管血流、三尖弁逆流の測定手技を習得した。さらに妊娠初期での重要臓器（脳・心臓・腎臓・膀胱・横隔膜・腹壁・顔面・四肢など）の評価方法も習得することができた。

2) 胎児鏡を用いた胎児手術技術導入に向けた予備調査

　胎児治療はここ20年で飛躍的な進歩を遂げている。本邦においてもTTTSに対する胎児鏡下胎盤吻合血管レーザー焼灼術が本年保険適応になったことは画期的であった。当院においては、膀胱羊水腔シャントや胸腔羊水腔シャントは先進医療として承認を受けている一方で、TTTSに対する胎児鏡下胎盤吻合血管レーザー焼灼術や横隔膜ヘルニアに対する胎児鏡下バルーン気管塞栓術などに関する技術は現時点では確立できていない。
　今回の訪問先は、英国において胎児治療を多く行っている病院であったために胎児手術を含めた侵襲的手技 61例を経験することができた。具体的には、胎児鏡下胎盤吻合血管レーザー焼灼術16例、横隔膜ヘルニアに対する胎児鏡下バルーン気管塞栓術4例およびバルーン抜去術4例、胎児輸血2例、胎児採血1例、シャント術5例、絨毛採取15例、羊水穿刺4例、羊水除去2例、feto-cide 3例、embryo reduction5例に立ち会うことができた。

